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独占企業の不正申告と生産決定＊

佐 藤 秀 樹

1. 序

1970年代の Allinghamand Sandmo 〔1972〕， Srinivasan〔1973〕， Kolm

〔1973〕，あるいは Yitzhaki〔1974〕等の先駆的業績以来，脱税行動に関する

文献は多く存在するが，その多くが直接税の脱税行動に関連じ，間接税のそれ

に関する文献は相対的に少ない乙とが， 80年代に， Marrelli〔1986〕あるいは

Virmani〔1989〕等，最近では， Cremerand Gahavari〔1993〕によって指摘

されており，乙の領域の関心が高まりつつある。

本稿において我々は， その間接税の脱税モデソレの中で， 特lζ，独占企業の

不正申告及び生産水準の同時決定の問題に照準を合わせる。乙の問題に関して

は，既に， Marrelli〔1986〕の分析があるが，脱税費用が考慮されていない。

この脱税費用は間接税の脱税モデルにおいて，既に， Virmani〔1989〕あるい

は Cremerand Gahavari〔1993〕が申告比率の関数と定義し，各々の競争企

業モデノレに組み込んでいる。

そ乙で本稿において我々は脱税費用関数を独占企業モデノレに組み込んで期待

利潤最大化問題の分析を行う。特に，不完全情報下の不正申告と生産決定の比

較静学分析，不完全情報下の生産決定と完全情報下のそれとの比較，及び不完

全情報下において，監査確率が一定であるケースと可変的であるケースの比較

を主要な課題とする。

2. モデル

本稿において我々は 1財独占産業を考え，生産水準（q）＇は厳密に正の水準
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であるものとする。課税は企業が当局に申告した収入に対して行われるものと

する。当局は企業からの申告収入の真偽を知らず，またそのこ与を企業は知っ

ているものとし，この意味において，収入に関する不完全情報を仮定する。

乙のとき企業の不正申告による脱税が可能であると考えられるが，その脱税

には費用を伴うものとする。 そとで，収入の申告比率を αε〔0,1〕 で表し

て， α＝Oのときは，企業が収入を全く申告しない完全脱税（fullevasion）を

意味し， α＝1のときは，企業が真の収入を申告するゼロ脱税（nμi1。vasion)
を意味する。あるいは， α巴（0,1）のときは真の収入の一部を申告する部分脱

税（partialevasion）を意味する。従って，不正申告は申告比率がゼロ脱税

〈α＝1}を除く αε〔0,1）のときに行われていると考える。我々は， Vir:mani

〔1989〕あるいは Cremerand Gahavari〔1993）に従って，そのような申告

比率 α と脱税費用とを関連付ける乙とにする。そ乙で収入1単位当たりの不

正申告による脱税費用を gで表し，乙れを非申告比率（l一α〉巴〔0,1〕の関

数として次式のように定義する：

(1) g==g(lーα）~ g' （・）＞O,g＂，（・・）＞OVαε（0,1), g(O〕＝0,, g' (0) =O, 

g(l)=:= 00' g’（1) =oo. 

上式のグラフは図1のように描ける。 ζ とで上式の仮定について述べると，

先ず，任意の αE(O,1)に関する， g'（・）＞o，ピ（・・）＞oの仮定は脱税費用が

部分脱税を意味する非申告比率l一αE(O',1）に関して増加的でありかつ逓増

的であるととを意味する。次に， g(O)=O, g'(O) =Oの仮定は非申告比率がゼ、

ロである乙とが意味する真の収入を申告するゼロ脱税のときは，無論，脱税費

用はゼロであり，そのときの限界費用もゼロである乙とを意味する。最後に，

g(l)=oo, g'(l)=ooの仮定は非申告比率が1である乙とが意味する全く収入

を申告しない完全脱税のときには脱税費用は無限大であり，そのときの限界費

用も無限大である乙とを意味し，完全脱税を行うことは5事実上，不可能であ

るととを意味している。

また，との脱税費用の具体的なものとしてはE；賄賂等，真の収入の隠蔽工作
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のために外部へ移転される性質のものではなく， g 

例えば，収入の埋蔵等，企業内部における隠蔽費

用として費やされるものを想定しているに

従って，上に定義した脱税費用が収入を上回ら

ない可能な範囲で正であるならば』当局に申告収

入の真偽が知られないので当局は一定の確率βε

(0,•1) で監査を行う0ζこで企業はこの確率T監

査が行われるととを知っているものとする。当局

。 1-.a 

図1

が確率 β で監査を行えば，監査された企業の不正は確実に発覚するものとす

る。徴税は所与の税率 tE(0, 1）で申告収入に対して行われる。 そして当局

が上述の確率 β で監査を行えば，確実に，不正申告を行った企業の真の収入

が発覚して，当局は脱税収入に対してペナノレティー係数m>lで追加徴収を行

うものとする。但し，この係数 m の値は加算税率 mtが1より小であるよう

に与えられているものとする。また， α＝1が意味するゼロ脱税のケースでは

監査が行われでも真の収入を申告していることから追加徴収されることがない

ため申告収入に対する課税のみである。

3. 企業行動

3~1. 不正申告

前節に規定したモデJレから本節で除独占企業の行動を定式化する。そのため

に，先ず，との企業の期待利潤（1Z'e）を定義する。 ζこで任意の正の生産水準

q l乙関して生産費を費用関数 C=C(q), C' C・）＞O, C’（・）＜oで定義し，収

入を収入関数民＝RC心， :R＇（・）＞o,.W,C・）＜o：で定義するo,' 
先ず，監査されないときの期待利潤げりは

苛e=R(q)-C〔q)-g(lーα）R(q)-,tαR(q).
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但し， Fは正の値であるものとする。 従って，（l-g-t.α）R-C>Oでな

ければならない。このとき， O孟g<1である。

次l乙，監査されるときの期待利潤（売りは

売e巴 R(q）ーC(q)-g(l一α）R(q）一t（α＋（1ーα）m)R(q).

但し， P も正であるものとし，とのとき（1-g-t（α＋(1ーα）m))R-C>o

でなければならず， 0孟g<lである。

上の両式の期待値をとって，期待利潤（1l'e）を次式のように定義する：

(2）πe＝πe（α，q）口R(q)-C(q)-g(l一α）R(q).-t（α＋Cl「 α）m,B))R(q).

但し， 1l'e.の値は正であるから， 1「 g-t（α＋(1ーα）mβ＇）＞oであり，乙の

とき， O孟g<'lである。

独占企業が直面する問題は（2）式の期待利潤を最大化するような申告比率α及

び生産水準qを同時決定することである。乙の定式化の特徴は従来の間接従価

税に関する独占企業の（α，q）の同時決定問題2）に考慮されていなかった脱税

費用gが組み込まれていることである。

本稿の課題は上に定式化した問題における（α，q）の同時決定であるが，乙

こで補助的な議論として，他の事情一定にして，申告比率αの決定の分析に照

準を合わせるとととする。

先ず，生産水準を任意の水準に固定（q=qo）してペ期待費用（Ce）を次

式のように定義する（なお， qoの決定は次節で行う）：

(3) Ce=Ce（α，Qo) =C(qo) + g(lーα）R(qo)+t（：α十(1一α）m,B)R(qo),

但し，上の関数 cecα，qo）は，（1）式の関数 g（・〉の仮定より，申告比率α

に関して閉区間〔0,1〕上で連続か合開区間（0,1）上で二階徴分可能である。

関数 cec・〉のグラフを書くために，それをαに関して二階微分すると次式
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を得る：

(4) Ceaa=g"(lーα）R.

上式の符号は，関数 g（・〉の仮定より，正である、：関数 Ce(1α，Qo）はαに

関する閉区間〔0,1〕上で狭義凸関数である。

生産水準が任意に固定された条件下での期待利潤最大化企業の意思決定は（3)

式の期待費用 ceを最小化する申告比率αの決定と同値である。ととで不正申

告に関して次の補題が成立する：

補題I 企業が不正申告を行う必要十分条件は mβ＜1であり， 開区間

(0,1）に最小コストを達成する申告比率αが一意に存在する。

（証明）

(3）式の関数 cecα，Qo）をαに関して一階微分すると次式を得る 1

(5) Cea=R(qo) (t(l-m~）ーg’ (1ーα〉）．

上式に関して α＝l(nullevasion）のとき， Cei.=R(qo)(t(l-mβ〉ーピ（0))

であるが， g'(0) =Oの仮定より次式を得る：

Ce1=R(qo) (t(l-m戸））.

前述のように関数：cecα，qo）は〔0,1〕上で狭義凸関数であることから，上

式の eel.の符号が正であるための必要十分条件は mβ＜1である。このとき

αE〔0,1）が意味する不正申告が行われる。

一方， α＝O(fullevasion）のとき，

Ceo=R(qo) (t(l-m戸）)-g’（1)). 
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g' (1) =ooの仮定より， Ceo<Oである。すなわち，関数 cecα，qo）は，狭

義凸関数であるととを考慮すると， αE〔0,1) から解の候補として α＝Oが

排除される。

従って，図2のような関数 Ce（ιqo）のグラフが描けて， ce（α，qo）の最小

値を与えるあるαε（0,'1）が存在する。 ． 
1 乙乙で条件 mβく1の両辺に所与の税率 :tE(0, 1）を掛けると tmβ＜tで

あり，加算税率が税率よりも小であることが不正申告による部分脱税の条件で

あるとも言い得る。

効率的な申告比率は税率，ペナノレティー係数，監査確率，及び任意に固定さ

れた生産水準の関数であることから，次に，それらの変数に関する比較静学を

行う。

前項の（5）式をゼロと置くと R(qo)>Oである乙とから次式が得られる：

(6) t(l--m/W-g' Clーα）＝0.川

上式より明らかに効率的な申告比率は任意Jに固定された生産水準の変更から独

立である。

上式の条件を満たす収注co;nの各変数に関する比較静学を行う。乙乙で関
数cecα，qo）の仮定より（6）式に陰関数定理を適

用するととができて，以下の諸結果を得る：
ce 

(7）αt＝一cir.a）くO

-i3t (8) αm一一瓦一＞O

(9) αβ＝そご＞O 。 1 α 

図2
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def. 
但し， fl= gN(>O). 

従って，他の事情一定にして，税率tの減少〈増加〉は不正申告の増加ぐ減

少）をもたらし，また，他の事情一定にして，ペナノレティー係数m及び、監査確

率αの増大（減少〉はいずれも不正申告の増大（減少〉をもたらす。

3.2均衡

次に，不正申告及び生産水準の同時決定としての均衡を定義する。その前に

不正申告が可能なときの独占企業の生産決定を当局に真の収入が知られている

完全情報下の独占企業の生産決定と比較するために次の結果を求める：

補題2 独占企業の完全情報下の生産決定の条件は（1-t)R'=C＇である。

（証明） α＝1のケースでがを最大化する生産水準の一階条件より得られ

る。 ． 
さて，不正申告が可能なときの生産決定の条件を求めるためにがを生産水

準に関して一階微分すると次式を得る：

位。 πeq=(l-g(l一α）－t（α＋（1一α）m.B))R’ーC'.

上式より生産水準に関する意思決定の一階条件として次式を得る：

Ul) (1-g(lーα）－t（α＋Cl一α）m.B))R'-C' =O. 

乙乙で，二階条件を求めて符号をみると

(-l)gNRく0,gNR(l-g-t（α＋(1一α）mp))R’ーCつ
+((t(l-mp) +g’）R')2>0 
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であり，利潤最大化の二階条件は満たされている。従って，（6）式及び（11)式を

満たす（α，q）が不正申告が可能な独占企業の均衡である。均衡における生産

水準に関しては次の補題が成立する：ミ

補題3 均衡において独占企業が不正申告を行うとき，脱税費用と期待納税

額との和が税額より大（小）ならば，そのとき生産水準は，完全情報下の独占

企業の均衡生産水準と比較して，過小（過剰〉生産である。

（証明〉

(1-g(lーα）－t（α＋(1一α）mβ））R'=C＇を満たす生産水準と補題 3のそれ
とを比較するために，前者の .R＇の係数を見ると，。 1)式の係数の符号は， 3.1

の議論より， 1-g(l一α）ーt（α＋(1一α）mβ）＞oであり， g(l一α）+t（α＋ 

(1一α）mβ）がtより大〈小〉であるならば，p そのとき前者の生産水準におけ

る限界収入が後者の生産水準におけるそれより小（大）であるので，過小（過

剰）生産である。乙の十分条件に収入Rを乗じることにより言える。 ． 
ととで申告比率及び生産水準の均衡解を具体的に求めるために次式の線形の

需要関数及び費用関数を仮定する：

def. def. 
R(q) = (a-bq)q, C(q) = co+kq, （但し， a,b, Co, kは正の定数）

' -

この仮定より，限界収入は R'(q) =a-2bqとなり，限界費用は C'(q)=k 

と定数になる。これらを（6）式及びω式の条件に代入すると，次の2つの式が得
られる：

(12) (g’－t(l-m[,))(a-bq)q=O, 

(13) (1-g-t（α＋Clーα）m[,))(a-2bq)-kロo.

U2）式より R(q)= (a-bq)q>Oのとき， t明らかに； g' 7t(l :-Jllβ）＝O.従っ
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て，効率的な申告比率αが決まるので，とれを α＝α（t,m，β〉 と表す。との
αを（13）式に代入してqに関して解いたものを q=q(t,m，β〉と表すと，とのq

は具体的に次式のように得られる：

K a 
U4) q=q(t, m, S)= n. 一一。L ("1 - +f －・＇ （咽＿.＇＼－ l"l'¥'¥ 2b. 

3.3 比較静学

次に，上の均衡解のパラメーター t,m，及びβに関する比較静学を行う。

ととで効率的な申告比率 α（t,m，β）に関しては，それが生産水準から独立で

あるととから， 3.1の（7),(8），及び（9）式と同ーの結果が成立する。効率的な生

産水準 q(t,m，β〉に関しては（14)式を各パラメーターで微分することにより分

析できるので，以下に順次行う。

先ず，税率tの変更が生産決定に及ぼす効果をみるために（14)式を税率tで微

分すると

qt=k（ー2b)((g' -t(l-m,B））αt一（α＋Cl一α）m.B))
(-2b(l-g-t（α＋(1一α）m.B)))2 

となり，（14)式の αは（6）式の条件，すなわち， g'-t(l-mβ＇）＝Oを満たしてい

るから，次式を得る：

2kb（α＋（1ーα）m.8))
(15) qt=,.. ηL  f噌 - .J..J' -・ I f噌 －・＇一円＼日 2>0

との式の符号は正であるので，税率の増大〈減少）が生産水準の増大（減少）

をもたらす。乙の結果より価格水準（p）に対する効果も言える。すなわち，

価格水準は生産水準に関する線形の減少関数，すなわち， p=a-bqを仮定し

ていたので，税率の増大（減少〉は上の生産水準への効果を経て価格水準の減

少〈増大〉をもたらす。
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次に，ペナノレティー係数の変更に関する効果を見ると

間 qm＝一一一 2kbt(l一α）fi >O 
(-2b (1-g-t（α十(1ーα）m/3)))2 

との符号は正であるから，ペナルティー係数の増大（減少〉は生産水準の増

大（減少）をもたらし，上に述べた理由で，価格水準の減少（増大〉をもたら

す。

最後に，監査確率の変更に関する効果を見る：

2kbt(l一α）mU7l qs= >O 
p Cー2b(l-g-t（α十（1一α）m/3)))2

乙の符号も正であることから， 監査確率の増大（減少〉は生産水準の増大

（減少〉をもたらし，従って，価格水準の減少〈増大）をもたらす。

乙のように3つの政策パラメーターはいずれも生産決定に及ぼす効果が同一

方向である。ここで収入は生産水準に関する増加関数であるととから，生産水

準への効果を経て，上の諸結果と同一方向の結果が収入に関しても成立する。

また，上の諸結果は脱税費用 g以外の費用構造のパラメーターから独立である

ととも示している。

以上の結果を用いて，次に，政策パラメーターの変更が税収に及ぼす効果を

順次見る。そこで税収 CT）は独占企業の納税額 T，＝（α＋（1ーα）mβ）tRと定

義されるので，乙れを各パラメーターで微分する乙とにより分析できる。

先ず，税率に関しては次式を得る 7

仕団 Tt=Cα十(1一α）m/3)R+t(l-m/3）αtR＋（α＋Clーα）m/3)tRqqtR. 

上式より税率の増大（減少〉の効果は右辺の3項の効果に分類されるととが

わかる。第1項及び第3項はいずれも税収の増大（減少〉をもたらすが，第1

項は，直接的に，税収の増大（減少〉をもたらし，第3項は生産水準の増大
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（減少〉を経て，間接的に，税収の増大（減少）をもたらす効果を意味する。そ

して第2項は申告比率の減少〈増大〉を通して，間接的lと，税収の減少（増大）

をもたらす効果を意味する。

次に，ペナjレティー係数及び監査確率に関しでは，各々，以下の2つの式を

得る：

(19) Tm=Cl一α）fitR+t(l-mfi）α血R十（α十（1ーα）mfi)Rqq即

位。1) Tβ＝Cl－α）mtR+ (1-mfi）αβtR十（α十（1一α）mfi)Rqqβ・

ペナノレティー係数及び監査確率の増大（減少）の効果もまた 3つの効果に分

類される。すなわち，両式の第1項はいずれも，直接的lと，税収の増大（誠少）

をもたらす効果を意味している。また，両式の第2項及び第3項は，各々，申

告比率の増大（減少）及び、生産水準の増大（減少）を通して，間接的に，税収

の増大（減少）をもたらす効果を意味している。このようにペナルティー係数

及び監査確率の増大（減少〉の 3つの効果はいずれも税収の増大（減少）をも

たらす効果をもっ。

以上の結果を次表に要約する：

t 立1 β 

a ＋ ＋ 

q ＋ ＋ ＋ 

R ＋ ＋ ＋ 

p 

T 勺 ＋ 十

需要関数及び収入関数の線形性を仮定していることから，容易に，政策パラ

メーターの変更が消費者余剰及び生産者余剰に及ぼす効果をみることができ

る。



- 84ー 経済論究第 87号

需要関数（aeb）と限界収入関数（ac) P 

及び限界費用（kd）は右の図4のよう a 

に描ける。この図から消費者余剰（CS)

は三角形 aep＊の面積で表されて乙の

値は（bq2)/2である。 k I ~ ＇、 d
一方，生産者余剰（PS）は長方形

peq* Oの面積でありこの値は

((a-bq）一k)qである。

前述のように3つの政策パラメータ

ーし m，β のいずれに関しでもそれ

e 。

b 

C 

q事
q 

図3

が増加（減少）したとき，生産水準は増加（減少〉するととから，政策パラメ

ーターの変化が消費者余剰と生産者余剰とに及ぼす効果は生産水準の変化が及

ぽす効果によって知られる。その生産水準の増加（誠少）は消費者余剰の増加

（減少）をもたらすととは明らかである。一方，生産水準の変化が生産者余剰

に及ぼす効果を見るために，生産者余剰を生産水準で微分すると，

PS’（q〕口a-2bq-k.

乙の式の符号は（11）式を変形するととにより， (g十（α十（1－α）mβ）(a-2bq) 
=a-2bq-kが得られて右辺の符号は正である。従って， PS'(q)>oであり

生産水準の増加（減少）は生産者余剰の増加（減少）をもたらす。

とのように生産水準の増大（減少〉は消費者余剰及び生産者余剰の双方の増

大（減少）をもたらす。とのとき税率，ペナJレティー係数及び監査確率の増大

（減少）は前述の（日），日目，及び（17)式より生産水準の増大（減少）をもたらすとと

から， 3つのいずれのパラメーターの増大（減少）も消費者余剰及び生産者余

剰の増大（減少）をもたらす。

3.4 生産決定

ととで，上に分析した，不正申告が可能な独占企業の均衡における生産決定
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が完全情報下の生産決定と比較してどのように異なるかを検討する。これに関

して次の命題1が成立する：

命題1 均衡において，不正申告が行われるときの独占企業の生産水準は完全

情報下の生産水準と比較して過剰生産である。

（証明）

不正申告が可能な独占企業の生産決定と完全情報下のそれとの比較は（13）式に

おいて αが効率的に決定されているときの g+t（α＋（1一α）mβ） とtとの大

小関係をみることにより可能である。

乙乙で前者をZと置いて， tに関して一階微分して符号をみると，

dZ/dt＝α＋Cl一α）mfi>O,

また， Zのtlζ関する二階微分とその符号は

d2Z/dt2= (1-mfi）αtく0.

そして一階微分は t=Oのとき（11）式より α＝1

であるから， dZ/dt=l.

一方， tのグラフは45度線である。したが

って Z のグラフは，図4のように，原点を

通る逓滅的な増加関数で45度線より下方に描

ける。従って， g+t（α＋Cl一α）mβ＇）＜tであ

り，このとき，補題3より，過剰生産である0． 
4. 可変監査確率

z 

。
図4

45・線

これまでの分析は固定監査確率の下での企業行動を分析してきたが，以下で
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は企業が申告比率が少ないほど監査確率が高まると考えているという意味での

可変監査確率を想定して分析を行い，その結果を固定監査確率の結果と比較す

る。そこで企業は非申告比率に依存する次式の可変監査確率 βE〔β。，1）をも

つものとする：

。1) /3=(3(1一α）=/30+ (1ーα）ん
但し， βo,/31はいずれも正の定数であるものとする。 β。は前節までの固定

監査確率に相当する。白1）式は申告比率αの値に依存して β1の割合で監査確率

βの値が変化する可変監査確率である。そして βは〔β。，1）の範囲で可変的で

なければならないので，任意の αε（0,1〕に関して，上の確率βが定義され

ているものとする。

この監査確率を（1）式の期待利潤の定義に代入して申告比率及び生産水準に関

する一階条件を求めると，各々，以下の2式を得る：

惚：） (g’－t(l-mfiー（1ーα）m/31))R=O, 

（お：） (1-g-t（α十（1一α）m{3))R＇ーC'=O. 

前節と同ーの需要関数及び費用関数に関する線形性を仮定すると上の2式

は，各々，次のように表される：

凶i) (g' __;t(l-m/3ー（lーα）m/31))(a-bq)q =O, 

聞（1-g-t（α＋Cl一α）m/3))(a-2bq)-k=O. 

凶）式より R=(a-bq)q>Oのとき効率的な申告比率αが決まるのでこれは

従来の 3つの政策パラメーターに加えて β1の関数であるから，各々の政策パ

ラメーターの効果をみると，次の4つの結果を得る：
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((1-mfi）ー（1一α）mfi1)
倒的＝ 口 く0

('ll)α ＝一（ーt)(-fi一(1ーα）/31).-
m 口、

(-t)(-m) 
βo＝一口＞O

(-t）（ー2m(l一α））
(29） αβ1＝ ー［くO

def. 
但し，口＝ーピ－tm/31（く0).
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上の結果を固定監査確率の結果との相違はペナノレティー係数mの効果が逆転

していること，及び新たに導入した β1に負の効果が現れているととの 2点で

ある。

効率的な申告比率αを倒式の生産決定の条件に代入して生産水準qに関して

解くと次式を得る：

k 
側 q =q (t, m, /3o, /31) = _%r1ー庁ー＋( ,vム什＿,v¥-n-,( t:/ム什＿,v¥t:/¥¥-Zb・

乙こで， β1の変更がql乙及ぼす効果をみる必要があるので上式を β1で微

分すると次式を得る：

2bkt(l－α）2m 
側 Q,e1 = （一つh(1一円ー＋（,-v--l-(1 _,-v'¥n, ( ,,L--1-(1 -""' R.1112 (>Q) 

乙の符号は正であるので，この結果は β1の増大（減少）は生産水準の増大

（減少）をもたらす乙とを意味する。その他のパラメーター，すなわち，税率，

ペナノレティー係数，及び固定監査確率に関する比較静学の結果は前節の固定監

査確率の結果と同一である。

次に，税収に対する効果をみると税率及び固定監査確率の効果を表す側及び

側式は固定監査確率の結果と同一であるが， ペナノレティー係数の効果が異な
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る。すなわち，（19）式の右辺の第2項の意味がペナJレティー係数の増大（減少）

が申告比率の減少（増大）を経て，間接的l乙，税収の減少（増大）をもたらす

ことになる。側式の第1項及び第3項は固定監査確率のときの効果と同一であ

ることから，ペナノレティー係数の変更が税収に及ぼす効果が確定しないことに

なる。すなわち，固定監査確率のときにはペナノレティーの強化が必ず税収の増

加をもたらすことに対して，可変監査確率のときにはペナjレティーの強化が必

ずしも税収の増加に有効ではないことになる。

そして新たに本町で導入された β1の税収に対する効果は次式のように得ら

れる：

(32) Tβ，＝(1一α）2mtR+(1-m,8）αβ，tR＋（α＋（1ーα）m,8)tRqqi31・

との右辺の3つの項は β1の変更が税収に及ぼす効果が次の3つに分類され

ることを意味している。すなわち，右辺の第1項は β1の増加（減少〉が直接

税収の増大（減少〉をもたらし，第2項は申告比率の減少（増大）を経て，間

接的に，税収の減少（増大〉をもたらし，そして第3項は生産水準の増大（減

少）を経て，間接的に，税収の増大（減少〉をもたらすことを意味している。

ζの結果， β1の変更が税収に及ぼす効果が確定しないことになる。

このように非申告比率の増加関数として定義した可変監査確率下では新たに

導入した確率 β1が申告比率，生産水準，収入，価格水準，及び税収に及ぼす

効果は税率がそれらに及ぼす効果と同ーの符号である。

以上の結果は次表のように要約される：

t m β。 /31 

a ＋ 

q ＋ ＋ 十 十

R 十 ＋ ＋ ＋ 

p 

T 勺 ？ ＋ ？ 
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5. 結 語

本稿において我々は，近年，理論的関心を集めつつある間接税の脱税モデル

の中で，独占企業の不正申告及び生産効率の同時決定に照準を合わせて分析を

行った。乙の分析の主要な結果は，均衡において，不完全情報下の不正企業の

効率生産は，完全情報の効率生産水準と比較して，過剰生産となること。そし

て可変監査確率を導入して比較静学を行った結果を固定監査確率の結果と比較

し，特に，可変監査確率下のペナノレティー係数の変更が申告比率に及ぼす効果

が固定監査確率のときと比較して逆転するとと。その結果，固定監査確率の下

ではペナノレティーの強化が必ず税収の増加をもたらすことに対して，可変監査

確率の下では，必ずしも，それが税収の増加をもたらさない乙とが示された。

残された課題には，本稿の枠組みで，申告比率以外の可変監査確率の変数を

用いて比較分析を行う乙と。あるいは，競争企業の不正申告及び生産効率の同

時決定4）をあり得る監査確率関数を用いて分析する乙とは興味深い課題であ

る。

また，別のコンテクストでは，最近，最適間接税との関連で Cremerand 

Ghavari〔1993〕5）が伝統的な最適間接課税構造の条件である“Ramseyrule" 

に脱税を考慮した申告比率を組み込み， その条件を修正している。本稿の議

論を当局の効率的な政策決定を含むモデノレへ拡張することも重要な課題であろ

つ。

注

＊ 本稿は現代経済学研究会（1993年8月7日）における報告原稿の一部に基づいて加

筆及び、修正を行ったものである。討論者の緒方隆教授〈九州国際大学〉及びフロアー

の方々から貴重な示唆を戴いた。

1) 当局の行動を固定して監査確率が主観的であるとき，この想定が固定監査確率の根

拠となる。

2) 例えば Marrelli〔1986〕pp.182-183を参照。

3) 以下，下付きの添字が0であるときには定数を表し，変数であるときには偏導関数

を表すものとする。
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4) Virmani〔1989〕は本稿と同ーの脱税費用関数を用いて，監査確率が自らの生産水

準の増加関数であるときの競争企業モデルを分析しているo

5) cf. Usher 〔1986〕， Kaplow(1990〕．
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